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様式－１                             （令和 ６年 11 月  日現在） 

設計事務所の事業概要書 

 

１ 事務所名称等について 

設 計 事 務 所 名 ○○建築設計事務所 代表者氏名 茨城 太郎 

設 計 事 務 所 概 要  

（ 茨 城 県 内 ※ ） 

建築士事務所登録番号 第Ａ９９９９号 

開 設 年 月 日  Ｓ・Ｈ・Ｒ △年 △月 △日 

電 子 入 札 シ ス テ ム 対応 ・ 非対応 ・ 対応予定（令和  年  月頃） 

入札参加者名簿登録番号 ４－９９９９９９ 

※茨城県内で建築士事務所の登録を受けている場合に記入して下さい。 

 

２ 指名を希望する分野について 
（「希望の有無」はひとつのみ○を付け、「受注可能な業務」は該当する業務の□にレ点を記入して下さい。） 

分野 
希望の

有無 
受注可能な業務 条件等 

意匠 ○ 

☑新築 
☑改修 
☑解体 
☑耐震診断 
☑耐震補強 

□電気(注 1) 
□機械(注 1) ・建築士事務所登録をしていること 

構造計算 

ソフト名(注 3) 
 

対応可能な 

構造区分(注 4) 

SRC、RC、S、

W 

構造  
□耐震診断 
□耐震補強 

・建築士事務所登録をしていること 

・自社で構造計算ソフトを利用して

いること 

構造計算 

ソフト名(注 3) 
 

対応可能な 

構造区分(注 4) 
 

電気  ☑電気 
□機械(注 2) ・特になし（建築士又は建築設備士が所属していることが望ましい） 

機械  
☑機械 
□電気(注 2) ・特になし（建築士又は建築設備士が所属していることが望ましい） 

その他  
 

・特になし その他の内容 
（測量・調査・積算等を記入） 

 

注１：自社に「電気部門」又は「機械部門」の担当者がいる場合で電気設備又は機械設備における単独設計の指名を希望す

る場合は希望する業務の□にレ点を記入して下さい。 

注２：自社に希望分野以外の「電気部門」又は「機械部門」の担当者がいる場合で希望分野以外の電気設備又は機械設備に

おける単独設計の指名を希望する場合は□にレ点を記入して下さい。 

注３：自社で構造計算の電算処理を行っている場合（協力事務所への再委託は含まない）には、その構造計算ソフト名を記

入のうえ、自社用として使用していることが証明できるもの（利用者証明書等）を添付して下さい。 

構造計算ソフト名には Super Build/SS7、BUILD.一貫Ⅴ等を記入して下さい。 

注４：設計、診断等において対応可能な構造区分（SRC、RC、S、W 等）を記入して下さい。（複数可） 

 

３ 部門別担当者について 

部 門 
自社における
担当者の有無 

協力事務所の有無 協力事務所名 

意 匠 部 門 有 ・ 無 有 ・ 無  

構 造 部 門 有 ・ 無 有 ・ 無 ××構造設計事務所 

電 気 部 門 有 ・ 無 有 ・ 無  

機 械 部 門 有 ・ 無 有 ・ 無 △△設備設計事務所 

その他（   ） 有 ・ 無 有 ・ 無  

※自社で１人の方が複数の職種を専門とする場合は、特に専門とする職種のみを有として下さい。 

 

茨城県内で建築士事務所の登録を受けて
いる場合に記入して下さい。 

記入例 

３の「自社における担当者の有無」欄で「電気部
門」又は「機械部門」が「有」の場合で、電気設
備又は機械設備における単独設計の指名を希望す
る場合は□にレ点を記入して下さい。 

３の「自社における担当者の有無」欄で「電
気部門」又は「機械部門」が「有」の場合で、
電気設備又は機械設備における単独設計の指
名を希望する場合は、希望する業務の□にレ
点を記入して下さい。 
※記入例の場合では、「機械部門」の担当者が
「無」のため、機械の□にレ点を記入するこ
とはできません。 

２の「受注可能な業務」欄の（注１）及び（注２）
の内容と整合するようにして下さい。 

「協力事務所の有無」欄を「有」
とした場合には、協力事務所名を
記入して下さい。 

本様式は、事務所所在地が茨城県内の場合のみ記載ください。 
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４ 賠償責任保険の加入について 

保険加入の有無 保険の種類（有の場合は該当する保険の□にレ点を記入して下さい） 

☑有 

□無 

□建 築 家 賠 償 責 任 保 険：（公社）日本建築家協会 

☑建築士事務所賠償責任保険：（一社）日本建築士事務所協会連合会 

□建 築 士 賠 償 責 任 保 険：（公社）日本建築士会連合会 

□構造設計賠償責任保険 ：（一社）日本建築構造技術者協会 

□建築設備賠償責任保険 ：（一社）日本設備設計事務所協会連合会 

□その他（      ） 

※保険に加入している場合は、加入していることを証明できるもの（加入者証等）を添付して下さい。 

 

５ 建築ＣＰＤ（継続能力／職能開発）情報提供制度における学習単位を取得している技術者について 

学習単位を取得している技術者の有無 
☑有（有の場合は下表も記入して下さい） 

□無 

 

技術者氏名 事務所での役職 取得単位数（直近５年度分） 

茨城 太郎 代表取締役 ６０ 

茨城 花子 所員 ６０ 

   

   

   

   

   

  合計１２０単位 

※建築ＣＰＤの学習単位を取得している全ての技術者を記入して下さい。 

※技術者が在籍している場合は、建築ＣＰＤ実績証明書を添付して下さい。（写しでも可） 

証明期間は入札参加者名簿の対象年度の前年度から５年間（令和７年度が対象年度の場合は令和２年度～令和６年度）を

対象とします。 

 

6 BIM を活用した設計業務の履行について 

BIM ソフト名 ○○○ソフト 

BIM での履行可能項目 

☑建築物の外観及び内観（一部）の提示 

☑実施設計図書（一般図等）の作成 

□設計条件等と設計図書の整合性の確認 

□基本設計段階における設備計画の検討 

□概算工事費の算出 

□基本設計図書（一部）の作成 

□実施設計図書（詳細図等）の作成 

BIM を活用した設計委託業務の受注実績 
☑有（☑意匠、□構造、□電気、□機械） 

□無 

※BIM（Building Information Modeling）とは、コンピュータ上に作成した３次元の形状情報に加え、室等の名称・面積、

材料・部材の仕様・性能、仕上げ等、建築物の属性情報を併せ持つ建物情報モデルを構築することをいいます。 

※自社で使用している BIM ソフトがある場合には、その BIM ソフト名を記入して下さい。 

※BIM での履行可能項目については、該当する項目全ての□にレ点を記入して下さい。 

※受注実績は、対象年度の前年度から５年間（令和７年度が対象年度の場合は令和２年度～令和６年度）の状況について記

入して下さい。 

入札参加申請をする事務所に勤務し
ている技術者を記入して下さい。 


